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私たちが生きる世界をつくり変える5つのグローバルシフト

メガトレンド



約10年前（2013年）、PwCグローバルネットワークは5つのメガトレンドを特定しまし
た。メガトレンドとは、地球上の全ての人に影響を及ぼし、何年にもわたって世界の在り
方を形づくるほどの力を持った、深く巨大な潮流です。今では、これらのメガトレンドが、私たち
が以前予測した以上のスピードでこの世界を変えていることが明らかになっています。これは
主に、メガトレンド間の相互作用が変化のスピードと広がりの両方を加速しているためです。

これらのメガトレンドは、その姿をいよいよ明らかにすると同時に、徐々に広がりを見せ、10年
前と比べると、その現れ方にも変化が見られます。

メガトレンドがどう変化し、2030年にはどのような未来を生み出し、それが人類にどのよう
な問いを投げかけるのかを理解するため、メガトレンドを捉え直す時期が来ています。
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人類の存続に関わる問い：

気候危機によるダメージが回復不能になる前に問題を解決
するには、どうすればよいのでしょうか。

気候変動
メガトレンド1

人類は、炭素排出量を減らす方法を模索していますが、大気
中の温室効果ガス量は増え続け、世界の気温も上昇を続けて
います。異常気象も以前より頻発するようになり、より深刻化
しています。 
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気候変動は、私たちの生活のあらゆる側面に一層の影響を及ぼしています。人類には、気候変動を緩和し、適応
していくために、多大な取り組みが求められています。ただし、そうした取り組みは、大きな混乱を招くと同時に、
意図しない重大な結果をもたらす可能性が高くなります。世界の気温は今後も上昇を続け、2030年には産業革命以前
の水準より1.5℃高くなると予想されています1。そうなれば、世界の温暖化がトリガーとなって気候災害の頻発化・深刻
化が一層進み、サプライチェーンは混乱し、世界のいくつかの主要都市の一部は水没するでしょう。また、生物多様性の
喪失が続き、私たちのフードシステムや栄養源が脅かされ、水資源も減少するでしょう2。

気候変動の影響が目に見えて深刻化する中、移動、食料摂取、建設、生産、エネルギー供給をはじめ、人類の行動の
ほぼ全てを見直し、より持続可能な生活様式へと移行する必要性への理解は進んでいます。しかし、その移行は、おそら
く秩序だったものではなく、意図しない結果を招くことになるでしょう。炭化水素は、需要を上回るスピードで生産量が

減少し、不足や価格変動が生じる可能性があります。また、極めて重要な資源（リチウム、コバルトなど）をめぐる企業間
競争が激化し、そうした資源を支配する企業の買収競争が起こるでしょう。

各国の政府および消費者は、企業などに対し、規制改正、インセンティブ、購買行動の変化などさまざまな手段を通じて、
CO2排出やその他の持続可能でない行動に関する説明責任を果たすよう、ますます強く迫るようになるでしょう。また、株
主は、気候変動の悪化による財務リスクが自分のポートフォリオに与える影響への懸念から、企業に対し、バリューチェー
ン全体にわたり気候変動によるリスクの影響を評価して対応し、脱炭素化の加速に寄与するよう圧力を強めるでしょう。

この先10年のうちに、人類がどのような選択をするかによって、持続可能な世界へと向かうのか、あるいは破滅的な
気候災害の時代を迎えるのか、その基本線が定まると考えられます。 

1  気候変動に関する政府間パネル（IPCC）「Climate Change 2021: The Physical Science Basis」（気候変動2021：自然科学的根拠）（2021年）
2  IPCC「Climate Change 2022: Impacts, Adaptation, and Vulnerability」（気候変動2022：影響・適応・脆弱性）（2022年）

海面上昇により危険にさらされる主な都市や国々
2030年には少なくとも一部が水没すると予想される都市（護岸対策を実施し
ない場合） 

• アムステルダム（オランダ）
• バンコク（タイ）
• バスラ（イラク）

• ホーチミン（ベトナム）
• ニューオリンズ（米国）
• ベネチア（イタリア）

2030年には満潮時水位点より低くなると予測される陸地（オレンジ色）

出所：Climate Central、Coastal Risk Screening Tool 

2030年、世界人口の約半数が、深刻な水ストレス（水需要のひっ迫）の下で生活す
ることになる
水ストレス地域で生活する人々の数（ストレスレベル別）
2005年と2030年の比較

注： OECD：経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development）、BRIC：ブラジル・
ロシア・インド・中国、ROW：その他の地域

出所： UNEP「Options for decoupling economic growth from water use and water pollution. Report of the 
International Resource Panel Working Group on Sustainable Water Management」（2015年）

一部の地域の気温は他の地域を上回るスピードで上昇
年平均気温の変化（℃、1850～1900年との比較）
地球が1.5℃温暖化した場合の変化のシミュレーション

出所： 図SPM.5、パネル（b）、IPCC「Climate Change 2021: The Physical Science Basis」（気候変
動2021：自然科学的根拠）（2021年）の「Summary for Policymakers」（政策決定者向け要約）
より、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第6次評価報告書第1作業部会より提供
［Masson-Delmotte, V., P. Zhai, A. Pirani, S.L.Connors, C. Péan, S. Berger, N. Caud, Y. 
Chen, L. Goldfarb, M.I.Gomis, M. Huang, K. Leitzell, E. Lonnoy, J.B.R.Matthews, 
T.K.Maycock, T. Waterfield, O. Yelekçi, R. Yu, and B. Zhou (eds.)］Cambridge University 
Press, Cambridge, United Kingdom and New York, NY, USA, pp. 3－32, 
doi:10.1017/9781009157896.001.
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個人、組織、国家に対する影響の可能性

個人に対する影響

• 住宅の喪失：気候変動による洪水、暴風、山火事の激化と頻発が人々の
生活や生計の手段を破壊しています。これはもはや一部の国 ・々地域に
とどまらず、あらゆる場所で起きており、さまざまな職業・地位の人々に
影響を与えています。

• 生活費の上昇：気温の上昇や異常気象の増加は作物を荒らし、旱ばつを
引き起こし、サプライチェーンを混乱させ、ひいては食料、水、エネルギー
などの供給の不安定化や高騰をもたらします。経済の脱炭素化に向けた
取り組みにも多額のコストがかかるため、問題を悪化させています。

• 暴力の増加：食料、水、エネルギーの供給のひっ迫が進むと、コミュニティ
や国家間および内部で紛争が増加します。

• ヘルスケアに関わるリスク：永久凍土の融解によって、遠い昔に閉じ込
められた致死的な病が解き放たれ、パンデミックを引き起こす可能性が
あります。地球の一部地域が居住できなくなれば、人間と野生生物の距
離が縮まり、人獣共通感染症のリスクが高まることや、（マラリアなどの）
病気がこれまで影響のなかった地域にまで広がる危険があります。

組織に対する影響

• 企業倒産：企業は、活動内容を根本的に考え直し、活動の仕方を変える
とともに、いかにして提供する製品を持続可能にするか、いかにしてレジ
リエントなサプライチェーンを構築し、約束したものを約束したときに確
実に提供できるようにするかなど、自らのエコシステムを積極的に管理し
ないと、存続できなくなる可能性があります。

• 資源の不安定化とコストの増大：エネルギー、水、希土類元素（レアアー
ス）、砂、その他多くの必要不可欠な原材料がますます乏しくなり、価格が
上昇します。

• サプライチェーンの途絶：猛暑、洪水、暴風、山火事により、生産拠点、
倉庫、資産、輸送ルートの破壊が続いています。

• 気候テックへの投資を通じた雇用創出：デジタルトランスフォーメーション
がIT関連分野で多くの雇用を生み出したのと同様に、グリーントランス
フォーメーションによって、多くの新たな雇用が生み出されています。しかし、
そうした新たな分野について、私たちはまだよく理解できておらず、それに
ついて教えることも、人々の学びを助けることも、未だにできていません。

国家に対する影響

• 迫る財政破綻：気候変動の影響が最も大きい国々は多くの財政課題に直
面します。例えば、自国の土地やインフラを異常気象から守り修復するため
に必要となる莫大なコスト、農業および関連セクターでの収益・雇用の喪
失、多国籍企業によるサプライチェーンの再編に伴う外国からの投資の減
少などです。

• 世界の食料安全保障および農産物輸出に対する脅威：異常気象によって
作物が危険にさらされ、国レベルでの食料危機につながり、次第に世界的
な食料危機へと発展していくでしょう。

• 集団移住：影響が最も大きい国々で、気候変動による人々の生活や生計
手段の破壊が進むにつれて、影響のより小さい国々への集団移住が加速
します。多いのは、南部から北部へ、沿岸地域から山岳地域への移住です。

• 新たな経済依存：気候変動によって、移動、食料摂取、建設、生産の方法
など、さまざまな活動の根本的見直しが進むにつれて、国家間の経済的関
係も変化しつつあります。例えば、石油・天然ガスの輸出国への依存は低
下し、水素、リチウム、ニッケル、コバルトの輸出国への依存は増大します。
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世界はどのようにこのメガトレンドに
対処しているのか

世界の大半は、気候危機の深刻さを認識し、経済全体にわたり、より
持続可能な活動へと変えていく必要があると考えるようになりました。
多くの国々では、再生可能エネルギー生産の割合が増しています。温室
効果ガス排出量実質ゼロ（ネットゼロ）に取り組む組織もますます増え
ています（ただし、気候危機の緊急性を踏まえると時間がかかりすぎて
おり、しかもカーボンオフセットへの依存度が非常に高い状態です）。中
には生産プロセスの電化に着手する企業もあり、炭素捕捉技術の分野
でも進歩が見られています。人々も行動を変えつつあります。

しかし、カーボンニュートラル経済への移行は簡単ではないでしょう。
関係者間には相互依存関係があるため、その全体像を把握するととも
に、関係者間で信頼に基づくパートナーシップを新たに築かなければ、
適切な変化を起こすことはできません。上手く管理しないと、そうした
相互依存関係によって、進展の速度が鈍ったり、逆効果になったりする
でしょう。必要な投資も莫大です。また、意図しない重大な結果が生じ
る可能性もあります。例えば、カーボンニュートラルへの移行によって
価値が棄損される資産があれば、その所有者や受益者は、移行の進展
を妨げようとする可能性があります。カギとなる技術の多くは、まだ開
発されていないか、必要な規模に達していません。多くの規制を変える
必要がありますが、分極化した議会を通過させるのは難しいでしょう。
これは人類の未来を賭けた人間と時間との闘いであり、私たち全員が
行動を起こすのに、時間を無駄にしている余裕はありません。
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革新的なテクノロジーは、私たちの在り方と人類に対する私たちの理
解を変えます。巨大な価値を創出することができる一方で、有害な結
果ももたらします。それを軽減することは難しく、今後は一層難しくな
ると考えられます。

人類の存続に関わる問い：

人間が行う活動のうち、テクノロジーによって代替できる、あるい
は補強できる範囲がどんどん増えていく世界において、人間であ
るということは、どのような意味を持つのでしょう。また、テクノロ
ジーをどう使えば、不当な悪影響を生じさせずに生活を向上させ
ることができるのでしょうか。

テクノロジーによる
ディスラプション
（破壊的変化） 

メガトレンド2
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革新的なテクノロジーによって、莫大な価値が創出されています。また、テクノロジーイノベーションは息を呑むような
スピードで続いています。人工知能（AI）、ロボティクス、エネルギー貯蔵、DNAシークエンシング、ブロックチェーン技術
など、多様な分野の数多くの新技術1は、今後5年から10年の間に飛躍への臨界点を迎えようとしています。いずれコスト
が十分下がり、広範なセクターや地域のニーズに応えることができるようになれば、その結果、さらなるイノベーションが
促進されるでしょう。組織の関心は、バックオフィス・プロセスの効率化を狙ったテクノロジーから、多くのセクターに大変
革をもたらす可能性を秘めたセクター特有のアプリケーションへと、急速に拡大しつつあります。

テクノロジーの助けを借りることなく、メガトレンドに起因する諸課題に人類が対処することなど、想像するだけでも難
しいものです。地球温暖化対策としての気候テックの役割を考えてみただけでも明らかでしょう。

しかし、テクノロジーは、サイバーセキュリティに関わる問題、偽情報や誤情報の増加・拡散、精神衛生上の問題、雇用
の喪失・不安定化など、重大な問題をもたらす可能性もあります。また、制度や体制はテクノロジーの変化のスピードに
なかなか追いつけず、人々や企業の実際の仕事の仕方と技術的に実現可能なこととの間にギャップが生じています。規制
当局や一部の企業は有害な影響を軽減しようと取り組んでいますが、解決策が広く行き渡るまでにどれだけかかるのか、
間に合うのかは疑問です。

テクノロジーは個々の人間や組織の能力を劇的に向上させていますが、人間が行う活動のうち、テクノロジーによって
代替できる、あるいは補強できる範囲がどんどん増えていくにつれて、人間であることが何を意味するのか、不明瞭になっ
てきています。

テクノロジーイノベーションに要する時間はどんどん短くなっている
5,000万人のユーザーを獲得するまでに要した時間
主要な製品・テクノロジー 

テクノロジーがもたらす意図しない重大な結果： 
例えばソーシャルメディアは、特に若者に、精神衛生上の問題を
引き起こす要因の1つと広く認識されている2

過去1年間に大うつ病（2週間以上続くうつ状態）を経験した米国の
若者の割合
2004～2020年

テクノロジーは、気候変動などのメガトレンドによって生じる諸課題に対処する上で必要不可欠
気候テック・スタートアップ企業への投資額と投資件数
2013～2021年

出所：PwC「State of Climate Tech 2021」（2021年版気候テックの現状）

1  ARK「Big Ideas 2022」；Greg Satell「Materials Science May Be the Most Important Technology of the Next Decade. Here’s Why」
2  MedicalNewsToday「What to know about social media and mental health」
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組織に対する影響 国家に対する影響個人に対する影響

• 競争力の差別化：組織は、自分たちが顧客や社会全体のために生み出す
価値を問い直すことによって、また、そのためにテクノロジーの力を最大
限に活用することによって、競争力の差別化を図り、大幅に成長すること
ができます。

• 企業倒産：デジタルトランスフォーメーションを通じて遂行速度を上げる
ことができない企業は、ステークホルダーにとっての重要性が低くなり、
顧客を失って倒産する可能性があります。

• 力の集中：零細企業の多くは、ネットワーク効果の恩恵を受けられないだ
けでなく、デジタルの世界での競争に必要な莫大なテクノロジー投資を行
う余裕もないため、苦境に立たされることになるでしょう。また、オート
メーションに伴う雇用の削減により、地域社会の企業の中には発展するも
のもあると考えられますが、大企業との競争では苦労するでしょう。

• 必要なスキルと（労働市場で豊富に提供されている）利用可能なスキル
とのミスマッチ：デジタル時代に適した組織になるための人材の十分な
確保は、ますます困難になり、科学・技術・工学・数学（STEM）分野の
人材獲得競争がさらに激化するでしょう。一方で、時代遅れのスキルを持
つ従業員の数は多く、やがてオートメーションによってその雇用は代替さ
れるでしょう。

• サイバーリスクの増大：広大なインターネット・オブ・シングス（IoT）は
妨害行為を受けやすいものです。また、5G／6G接続によって、攻撃はさら
に高度化します。さらに「everything as a service（コンピュータ処理に
必要な全てをサービスの形で提供すること）」への移行によって、サイバー
攻撃者にとって、クラウドプロバイダーは、垂涎の標的となります。

• 変化に適応できない政府：世界に安定をもたらすことを目的に設計され
た制度や体制は、テクノロジーの変化のスピードになかなか追いつけませ
ん。デジタル世界に適したものを設計するのではなく、旧来の世界で上手
く機能したものを再現しようとしている場合が多く、社会の期待に応えられ
ないおそれがあります。

• テクノロジーを基盤とする制度・体制の創出：各国政府は、旧来の制度や
体制をデジタル時代に適合させようとして苦労しており、迫り来る課題に
対処するために、テクノロジーを基盤とする新たな制度・体制を創出する
でしょう。

• テクノロジーがもたらす意図せざる結果の軽減を求める圧力：各国政府
は、新たな規制の制定によって、テクノロジーがもたらす悪影響を封じ込め
ようとしていますが、後手に回っていることが多く、大手テクノロジー企業
に追いつくための人材や資金が不足しています。

• 経済依存関係の変化：重要テクノロジー（5G／6Gテクノロジー、気候テッ
ク、ナノテクノロジーなど）へのアクセスが天然資源へのアクセスと同じぐ
らい重要になっているため、新たな同盟や保護主義的な動き、分断化が世
界的に進行しています。

• 大幅な能力強化：テクノロジーは、利用できる情報を増やし、情報処理や
連携を円滑・効率的にし、五感で受け取る情報を増やし、オペレーション
の改善を図り、自己実現に役立ちます。そのため、個人やチームが、より少
ない努力で達成できることを増やします。

• 雇用の大再編：かなりの割合の雇用が、オートメーション化によってなくな
る危険があります。人工知能（AI）によって新たな雇用が生み出される可
能性は高いものの、テクノロジーがもたらす変化は多くの人にとっては破
壊的であり、雇用を維持するために、スキルアップが必要になるでしょう。

• プライバシーの喪失：現実社会のデータをAIに供給しなければならないと
いう圧力は強く、データの価値はさらに高まっています。また、データをリア
ルタイムに捕捉・処理し組み合わせるテクノロジーが至るところに導入さ
れているため、自分のデジタルアイデンティティを守ることがより難しくなっ
ています。

• 偽情報・誤情報の増加：誰もがコンテンツを発信でき、ソーシャルメディア
のアルゴリズムが、その人が聞きたいことや他者に信じてもらいたいことを
選んで人々に提供する世界では、真実とフィクションとを区別することがよ
り難しくなります。

• 精神衛生上の問題の増加：デジタルテクノロジーが生活のあらゆる側面
に浸透することによって、注意欠陥症状、感情的・社会的知能の低下、テク
ノロジー依存、社会的孤立、脳の発達阻害、睡眠障害など、脳の健康への
悪影響が強まります。

個人、組織、国家に対する影響の可能性
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テクノロジーは、社会のあらゆるレベルにおいて、有意義なプラスの
影響を与えており、世界が直面するいくつかの課題の解決において重
要な役割を果たすと考えられます。気候変動に対処するための気候テッ
クの重要性や、高齢化する人口を支える健康技術の重要性を考えてみ
ただけでも明らかでしょう。また、社会をより良くするため、公益のため
に意図してテクノロジーを活用する「テック・フォー・グッド（Tech for 
Good）」の取り組みも多数行われています。

しかし、テクノロジーがもたらす意図せざる結果については、設計プ
ロセスでは十分に考慮されていないことが多々あります。テクノロジー
が社会の隅々まで浸透していることから、こうした意図せざる結果は、
短期間のうちに起こり、深刻で、多くの人々に影響を与える可能性が高
いものです。だからこそ、細心の注意を払って、それが起こる前に思いも
よらないような結果を回避できるよう注力しなければ、テクノロジーの
マイナスの影響の方がプラスの影響を上回る可能性が大きいのです。こ
れによりイノベーションの進展が遅れることになれば、他のメガトレン
ドに与える影響は、甚大なものとなるでしょう。

世界はどのようにこのメガトレンドに
対処しているのか
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人口動態の変化
メガトレンド3

世界の全ての国々において、人口の年齢中央値が上昇しています
が、その上昇速度や中央値自体はそれぞれ異なります。こうした人口
動態の変化は、一部の国々において、社会制度の破綻や、重要分野
での労働者不足の原因となっています。また、他の国々では、失業や
不完全雇用の急増、海外移住者に起因する経済の弱体化、社会的
セーフティネットへの負担といった問題に直面しています。

人類の存続に関わる問い：

資金、経験、力、野心、能力の分布に差異がある中で、どうす
れば、さまざまに異なるニーズを持つ人々の集団を支援でき
るのでしょうか。
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性別、民族、出自といった、いくつかの人口統計学的要因が、労働人口構成の変
化や分極化の進展など、世界に影響を与えています。しかし、他のメガトレンド
のダイナミクスを加速し、マイナスの影響を増大させる強い力として際立ってい
る要因は、年齢と人口増加の2つです。

一部の社会では、高齢化が急速に進展し、全人口に占める労働人口の割合が縮
小しています。また、老年従属人口指数（現役労働者に対する高齢者比）が高まっ
ているため、社会福祉制度にかかる負担が増大しており、徹底的かつ人生を一変
させるような制度見直しへのプレッシャーも大きくなりつつあります。（例えば、
若年労働者が雇用機会を求めて都市に移住し、農村地域が空洞化するなどによっ
て起こる）世代間の分離によって、異なる年齢層の間の世界観や政治理念の相違
も大きくなっています。しかし、そうした社会において高齢者人口が若年人口を
上回ると、高齢者世代が投票結果を左右し、若年世代の意に反して、若者の未来
を高齢者が決定するということが多くなります1。社会の高齢化に伴って消費パ
ターンも急速に変化しているため、企業や政府には、その構成員が実際に必要と
しているものを確実に提供できるよう、これまでとは異なる取り組みが求められ
ています。新たな人材の流入が少ない職業（建設業など）や社会の高齢化に伴っ
て需要が高まる職業（在宅介護など）を中心に、クリティカルワーカーが不足す
るようになるでしょう。

一方で、人口構成がより若く、人口が増加している社会もあります。そうした
国・社会では、労働人口も消費者市場もこの先増大すると考えられます。人口が
増加すれば、その潜在生産力を現実のものとするために、食料、住居、教育、雇用
を提供しなければなりません。人口の年齢中央値が低い国々は、個人の教育水準
にかかわらず、若者全般の失業率や不完全雇用率の高さに慢性的に悩まされるよ
うになってきています2。こうした問題に上手く対処できないと、社会不安が増大
する可能性が高まります。また、人口の年齢中央値が低い国々では、若者の中で
も最も起業家精神に富んだ人々が、機会を求めて海外移住してしまうケースが増
えているため、経済が弱体化しつつあります。

このように、人口の年齢中央値が高い国々も低い国々も、人口動態の変化に起
因する課題に苦しんでいます。世界をより総合的に捉えることで、社会のレジリ
エンスを高めるための解決策の一助となり得ます（例えば移住の抑制、リモート
ワーク、地域経済の構築を行うなど）。

1   Blair Sheppard「Infinite Variety: Why We Need to Take a Broader Look at the Social Challenges Caused 
by Our Aging Populations」

2  国際労働機関「Report on Employment in Africa: Tackling the Youth Employment Challenge」

世界各国の年齢中央値が上昇しているが、上昇速度や、そもそもの
水準はそれぞれ異なる
人口の年齢中央値
2020～2050年、主要国

出所：国連経済社会局人口部「World Population Prospects 2019」（世界人口推計2019年版）（2019年）、カスタムデータはウェブサイトより取得、PwCによる分析

人口の年齢中央値が低い国々では、労働市場に参入しようとする人の数が急速に増加している
年齢層別人口（100万人）

出所： 国連経済社会局人口部「World Population Prospects 2019」（世界人口推計2019年版）
（2019年）、カスタムデータはウェブサイトより取得、PwCによる分析
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個人に対する影響 組織に対する影響 国家に対する影響

• 老後も退職できない：社会福祉制度がかつてないほどひっ迫する中、人口
の年齢中央値が高い国の人々にとって、年金だけで人並みの生活を送るこ
とは期待できません。一方、人口の年齢中央値が低い国々の若者は、雇用機
会を求めて実家を離れることがますます増えており、若者が高齢者の面倒を
見るという従来型モデルは当てはまらなくなってきています。人々は、若い頃
から貯蓄を始めるか、老後も働き続ける必要があり、多くはその両方をする
必要があります。また、高齢者の貧困化も急速に広がっています。

• 必要不可欠なサービスの不足：年齢中央値が高い国々では、労働人口が減
少するにつれて、サービスの供給量が不足します。特に、在宅介護などの高
齢者向けで需要が高まっているサービスや、建設業など必要不可欠であるも
のの若者が大学進学や知識集約型職業を志向しているために労働力の流
入が減ったサービスなどが該当します。そうした状況は、世界の分断により、
労働力不足を補う移民に対してビザの制限がかかることなどによってさらに
悪化するでしょう。

• 若者の大量失業：年齢中央値が低い国々では、毎年、数百万もの人々が新
たに労働市場に加わることになるでしょう。しかも、その多くが経済のニーズ
に合致した教育を受けていないと考えられます。個人の教育レベルにかかわ
らず、雇用機会はわずかで、若者の失業率は慢性的に高くなるでしょう。

• 極貧：失業率が高いことから、多くの世帯は、極貧状態に陥るでしょう。その
結果、食料や基本的物資を購入したり、子どもや弟妹に教育を受けさせたり
することができなくなります。

• 消費パターンの変化：人口の高齢化に伴って消費パターンも変化してい
ます（外食から内食、住宅建設から住宅改修、教育から医療など）。組織
は、今後、全体的に低迷すると考えられる消費ベースのセクターを中心と
して、こうした新たなニーズに適応する必要があります。

• 労働市場に豊富で利用可能なスキルと必要なスキルとのミスマッチ：組織
は、上記のような必要不可欠なサービスなどにおいて、労働者の雇用・
維持がさらに難しくなるでしょう。

• 職場での対立：労働人口は、今や、伝統主義者世代、ベビーブーム世代、
X世代、ミレニアル世代、Z世代の5つの世代で構成されています。世代ご
とに仕事に対する考え方や世界観が異なることが多いため、同じ目標に
向かって足並みを揃えて取り組むことが難しい場合があります。

• 高度なスキルを有する人材の不足：年齢中央値の低い国々では、最も優
れた人材や起業家精神に富んだ人々は、より有望な雇用機会を海外に求
めることがさらに増えるでしょう。その結果、企業は、地域経済の成長に
必要な人材の雇用・維持に苦労するようになります。

• 各国間の能力のミスマッチ：年齢中央値の高い国々は、金融資産は豊富な
場合が多いものの、経済を動かし続け、高齢者向けサービスを提供する労働
力が不足しています。これに対し、年齢中央値の低い国々は、人的資源は豊
富ですが、強い地域経済の構築に苦労しています。

• 集団移住または社会不安：年齢中央値が低い国々は、若者の失業問題への
対処に苦労すると考えられるため、最も優れた人材や起業家精神に富んだ
人々は、ますます海外移住を望むようになり、母国の経済が弱体化するでしょ
う。移住できなければ、不満が高まり、社会不安へとつながるでしょう。

• 行き詰まる社会の分極化：こうした変化がもたらす課題の多さや深刻度か
ら、さまざまな人口集団（若年／高齢世代、自国民／移民、人種的／民族的
に多様なコミュニティ）が、それぞれ自分たちのニーズだけを重視するように
なり、社会の分極化が加速します。

• 福祉制度の破綻と税基盤の崩壊：年齢中央値が高い国々は、社会制度を利
用する高齢者の数が増え、制度の費用を負担する者の数が減っているため、
社会福祉制度が苦境に陥っています。それに対し、年齢中央値が低い国々は、
若者が収入を得て税を支払うための十分な雇用機会がないため、福祉制度
を支えることができる力強い税基盤を構築することが難しくなるでしょう。

個人、組織、国家に対する影響の可能性
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人口の年齢中央値が高い国々において、高齢化をめぐる議論は、年
金や社会福祉制度の将来という視野の狭い問題から、必要不可欠な分
野における労働者不足といったより広範な課題をも包含するように
なってきています。そうした国の中には、人口の年齢中央値が低い国々
のいくつかと関係を強化して、自国で不足している人材を呼び寄せよう
と取り組みを始めている政府もあります。また、選挙権を持つ最低年齢
を引き下げて、民主的なプロセスに参加する年齢層を広げ、より広範な
世代の意思が反映されるように検討している国もあります。

しかし、（グローバル化していた）サプライチェーンをローカル化
しようとする動きが諸組織の間で強まれば、それが、年齢中央値の低
い国々の若者の失業問題と、年齢中央値の高い国々の人材不足とを悪
化させることになります。そのため、公平で偏りのない移住の在り方、つ
まり、年齢中央値の低い国々の最も優れた人材を奪い、その経済を空
洞化させることなく、年齢中央値の高い国々の人材不足を補うような移
民政策が必要となっています。人口の年齢中央値の低い国々は、活力
ある地域経済の構築に注力する必要がありますが、そのためには、成
熟した経済圏からの支援が必要です。

世界はどのようにこのメガトレンドに
対処しているのか
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世界で分断化と多極化が進んでいます。影響力を求めて競い合
う国家が増える一方、それらの国に同調する国々や、世界情勢
を不安定化させるような動きを取る国もあります。国々は内向き
の傾向を強め、自国のレジリエンスとさらなるローカル化を優
先するようになっています。

人類の存続に関わる問い：

多極化する世界で生き、成功することとは、何を意味
するのでしょうか。

世界の分断化
メガトレンド4
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世界秩序は根本的に変化しつつあります。影響力を求めて競い合う国家が増えた結果、利益圏の数も増え、他の国々はその利益
圏を中心として連合しています。地政学に基づく戦略的な分断は、多面的に進展し続ける可能性が高く、政治、経済、社会に幅広い
影響を及ぼすと考えられます1。

今後、2つのタイプの地政学的アクターが登場すると考えられます。「インフルエンサー（Influencer）」は、自分たちの政治、経済、
社会モデルの優位性を示すことによって影響力を強めようと、相容れない文明間の競争という文脈で物事を語ろうとします。これ
らの国家は、世界の他の地域への影響力をめぐって競合し、重要な資源や手付かずの市場、輸送ルートの支配権を獲得しようとし
ます2。このようなダイナミズムにより、国際社会の中での舵取りが難しくなります。多様性と競争があるという意味では以前より
健全であるとも言え、これにより個々のアクターは強くなれます。一方「デスタビライザー（Destabiliser）」は、他国や既存システ
ムの破壊と混乱をその第一の政治目標とする存在であり、世界に危険や脅威をもたらします。他の多くの国々は、インフルエンサー
やデスタビライザーの居並ぶ間にとらわれて、支配的なアクターに追従するのを余儀なくされるか、新たな世界秩序の中で独立し
て道を切り開くための強みを見出すかするでしょう。

急速に変化する環境の中で世界秩序はどうあるべきかについて、世界の主要アクターによってリアルタイムで再考されています。
その結果、第2次世界大戦後の世界とは劇的に異なる、遥かに複雑で混沌とした原理が生まれるでしょう。

また、他のメガトレンドの影響、世界のサプライチェーンに関するリスクの高まり、重要な資源への依存やアクセスへの懸念と
いった問題から、諸国家は、自国のレジリエンスや自国・地域第一主義を重視するようになりつつあります。各国は、自国の能力構
築および「フレンドショアリング（同盟国や友好国など近しい関係にある国に限定したサプライチェーンを構築すること）」に力を
入れており、それが今後、さらなる勢力構造の変化をもたらすでしょう。 

かつての強国から新たな強国へ：レアアースはハイテクに不可欠
石油の確認埋蔵量合計
2020年末、主要国

出所：米国地質調査所「Mineral Commodity Summaries」（2022年1月）

レアアース埋蔵量
2021年

注： 埋蔵量は、コンデンセートと天然ガス液
（NGL）に加えて、原油を含む。

出所： bp「Statistical Review of World 
Energy 2021」

1  アトランティック・カウンシル（Atlantic Council）「China-US Competition: Measuring Global Influence」
2   エネルギー変容の地政学に関する世界委員会（Global Commission on the Geopolitics of Energy Transformation）「A New World: The Geopolitics of the Energy 

Transformation」（新たな世界：エネルギー変容の地政学）、The Arctic Institute「Geopolitical Implications of New Arctic Shipping Lanes」

勢力圏は大きく変化
それぞれの国に対して最も影響力の大きい国
2000年と2020年

出所：アトランティック・カウンシル「Fifteen takeaways from our new report measuring US and Chinese global influence」（執筆者：Jonathan D. Moyer et al）（2021年6月16日）
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個人に対する影響

• 紛争による身の安全の低下：武力紛争やテロ行為では、一般市民が危害
を加えられたり、避難を余儀なくされたり、居住国の権力者の方針に従わ
ないために脅迫されたりしています。

• 地域的懸念がより深刻に：地政学的緊張や紛争は、それぞれの国に深刻
な（その国特有の）課題を生みます。その結果、気候危機など、規模が大
きすぎて対処できないように思われるグローバルな課題は、脇に追いやら
れます。

• 自由や透明性のない国が増加：情報を支配し、敵国に対する自国の立場
を強めたい政府によって、人々の自由（報道、言論・表現、政治参加、移
動の自由など）が制限される国が増えています。

• 人権侵害の増加：紛争時には、個人の安全、移動の自由、教育、財産な
どの人権は失われます。 

組織に対する影響

• ボイコットや問題への態度の明確化を求める圧力：各国政府その他のス
テークホルダーは、企業に対して、経済戦争という手段（投資の引き揚げ
などの資本移動）を用いるようプレッシャーをかけてきます。こうした圧力
の中、各組織は、どこで、いかに事業を展開するのか、ステークホルダー
からの要求に従うのか、どのような態度を取るか、機敏な判断が求められ
るでしょう。

• グローバルサプライチェーンの混乱：武力紛争地域で事業が中断される
だけでなく、政治的動機による輸出入規制によっても、サプライチェーン
が寸断されます。流通がグローバルであればあるほど、混乱のリスクも大
きくなります。

• 規制やルールが相反する世界でビジネスを行うことの難しさ：絶え間なく
変わる規制、関税、制裁措置への適合を確保するために、企業は負担を
強いられます。ある国の法律を遵守することが、他国のルールを破ること
になる場合もあります。

• グローバル企業が主要国に深く根付くことを求める圧力：世界の分断化
に伴って、グローバル企業の経営は、一層難しくなっています。企業に対し
ては、地域社会との緊密な関係を維持すること、特定の母国・地域を守り
維持する道義的責任を感じること、そして、地域社会に公益をもたらし、
その発展を支えることを求める圧力が高まっています。 

国家に対する影響

• 国際紛争、不安定化、移民の増加と、ますます苦悩する多国間機関・制度：
国際的な紛争（武力紛争、経済摩擦、サイバー戦争など）が増加を続ける
とともに、それに巻き込まれる国の範囲も広がっています。多国間の機関
や制度は、運用を行う国際協力の基盤が明確でなくなっているため、紛争
を回避・解決する上で、ますます非効率的になっています。

• サブナショナルな代理者や影のアクターの登場によって不安定化する国・
地域：競合する大国同士は、互いに直接対峙するのではなく（アフリカ、
中東、東アジアなどでの）代理紛争に関わり、影のアクターに武器やイン
フラ、日用品を提供するとともに、資金を援助しています。それが、局地戦
争や地域紛争の増加や長期化をもたらし、残虐さを増しています。

• ますます偏狭になる政治的意思決定：世界がいくつもの勢力圏へ分断さ
れる中で、政治的議論の視野が狭くなり、自国の勢力圏を最適化すること
にばかり焦点が絞られます。それが他国の犠牲の上であることも多く、こ
うしたことの全てが、気候変動や集団移住など、規模の大きいグローバル
な課題への対処をさらに難しくしています。

• 防衛予算増額を求める圧力：紛争時には、国家は防衛予算を増額するた
めに、他分野（教育、医療、国際援助など）の予算を削減する傾向が強く
なります。国際援助の削減は、国々の間の分断をさらに進める危険がある
ため、特に大きな問題です。 

個人、組織、国家に対する影響の可能性
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米中間の貿易戦争、英国のEU離脱、ロシアによるウクライナ侵攻に
よって、世界の分断化の進展と、それが個人・組織・国家にもたらす危
険や課題に対する認識が劇的に高まりました。これらの危機は、
COVID-19のパンデミックと相まって、自国第一主義の実践を大幅に加
速させました。企業は、セクターを問わず、レジリエンスをさらに高める
ために、サプライチェーンの再設計を進めています。また政府は、外国
のアクターへの依存を見直し、国内などで代替手段を探しています。

しかし、このような自国第一主義の取り組みは、多くの分野で利益を
もたらすものの、気候変動や集団移住など、グローバルレベルでなけ
れば対処できない規模の大きな課題に世界が取り組むことをさらに難
しくしています。これらの分野での国際協力を維持・強化することが求
められます。国家は、国際協力の新たな基盤を構築し、変化する世界の
ニーズに合った新たな多国間機関・制度を再設計・創出するため、協
力して取り組まなければなりません。

世界はどのようにこのメガトレンドに
対処しているのか
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社会・経済の分極化、ディスラプション、人口動態の変化、信
頼の低下⸺これらが生み出す巨大な圧力により、社会不安
が高まっています。 

人類の存続に関わる問い：

活力ある経済を創出すると同時に、世界が抱える重大な社会的
問題を解決するためには、どうすればよいのでしょうか。

社会の不安定化
メガトレンド5
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社会問題は、私たちの世界のあらゆる側面へと広がって、その悪影響も深刻化することで、人々が自分の生活に
関して下す意思決定にますます大きな影響を与えるようになります。社会問題は、それ自体が時代を形成するト
レンドとして、同時に他の全てのメガトレンドの結果として、私たちの存在の核心に関わるものであるため、最も対処
が困難な問題の1つです。社会問題はADAPTフレームワーク1の5つの分野：「Asymmetry（非対称性）」「Disruption
（破壊的な変化）」「Age（人口動態）」「Polarisation（分断）」「Trust（信頼）」に分類できます。

資金、権力、教育など、あらゆる種類の「Asymmetry（非対称性）」は、肉体労働と知識労働との報酬の格差、およ
びごく少数の人々しか手にできない資産利益や他の富が生む高い利益を背景に、今後も拡大を続けるでしょう。また、
労働賃金が伸び悩み、住居費が上昇するにつれて、富はますます少数の富裕者や高齢者の手に集中し2、富の世代間
格差と中産階級の崩壊が進むでしょう。ワーキングプアや極貧に苦しむ人々をはじめとする貧困層は増加を続けると
考えられます。気候変動、テクノロジー、その他の重大事象に起因する「Disruption（破壊的な変化）」も引き続き増
大し、そうした変化に順応できる個人・組織・国家と順応できない個人・組織・国家との差が拡大するでしょう。
1  PwC「ADAPT: Outlining Five Urgent Global Issues Facing the World Today and Their Implications」（ADAPT：世界が直面する5つの喫緊な課題とその影響）（https://www.pwc.com/adapt）
2  クレディ・スイス「Global Wealth Report 2022」、米国連邦準備制度理事会「Survey of Consumer Finances」

労働賃金が伸び悩む一方で資産利益率は急伸しており、 
富はますます少数の富裕者や高齢者に集中
トラック運転手の時給、住宅価格、S&P 500の比較
米国、2008～2021年、2008年を100とした場合

出所： Statista（https://www.statista.com/statistics/916107/freight-trucking-driver-wages-per-
hour-us/）のデータ、米国国勢調査局および米国住宅都市開発省「Median Sales Price of Houses 
Sold for the United States [MSPUS]」セントルイス連邦準備銀行の経済データ（FRED）（https://
fred.stlouisfed.org/series/MSPUS）より入手（2022年9月9日）、MacrotrendsのS&P 500年間利
回りデータ（https://www.macrotrends.net/2526/sp-500-historical-annual-returns）

制度や体制に対する一般市民の信頼レベルは、依然として低い水準
制度・体制（政府、企業、NGO、メディア）に対する平均信頼度
2022年、指数

出所：「2022 Edelman Trust Barometer」（2022エデルマン・トラストバロメーター）

各国政府においてはパンデミックによる負債、経済成長の鈍化、インフレが負担となっていることから、前述の変化
に順応したり、自国民のニーズに応えたりできないリスクに瀕しています。企業においては、勝者と敗者の差が拡大を
続けるでしょう。個人においては、不利な状況でスタートを切った者はいっそう不利になり、レジリエンスはさらに遠い
ものとなります。また、大半の国々では「Age（人口動態）」が問題となっています。平均年齢が高い国が高齢者のた
めに必要な労働力や税の調達に苦労している一方、平均年齢が低い国は、若者が求める教育や雇用を十分に提供す
ることが、不可能ではないにしろ、困難です。政府がその機能を十分に果たしていないという不満が募るにつれ、社会
の「Polarisation（分断）」も進みます。人々の間で、自分とは異なる他者に対する不信と不寛容が高まります。教育、
スキル、仕事、資源の非対称性が高いために、人々は、自分が思っていた、あるいは期待していた生活の質を手に入
れることができません。こうして、政府や社会制度をはじめ、制度や体制に対する「Trust（信頼）」も低下を続け、統
治が一層難しくなり、分断化が進んでいます。しかし、世界の諸問題は、制度に対する人々の信頼がなければ解決でき
ません。

人口の年齢中央値の低い国々は、若年人口の増加に応じた十分な雇用の創出がますます困難に
若者の失業率
2021年

注： 若年人口は、世界の労働人口のうち15～24歳の人口と定義される。
出所： 国際労働機関（ILO）の推定値「Global Employment Trends for Youth 2020: Technology and 

the future of jobs」 
（世界の雇用情勢－若者編2020年版：科学技術と仕事の未来）（2020年）
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個人に対する影響 組織に対する影響 国家に対する影響

• 人並みの生活を送る能力の低下：労働賃金が伸び悩む中、人々は住居
などの資産を購入する余裕がますますなくなり、中産階級がかつて享受
していた安定は得られなくなっています。

• 上昇志向の縮小：家計をやりくりするのが精一杯の人々は、富を蓄積す
ることができません。そのため、富がもたらす高い資産利益の恩恵（住
宅価格、株価、プライベートエクイティの上昇など）を受けて社会的地位
の上昇を加速させることもできません。

• 他者を理解・信頼することの難しさ：富の非対称性の増大、人口層ごと
に異なる世界観、ソーシャルメディアを通じて加速する分極化（分断）な
どを背景に、人々は、信頼の基盤となり得る共通点・一致点を見出すの
がさらに難しくなります。

• 社会不安による個人の安全の低下：社会の不安定化によって、社会の混
乱や政治の不安定化の危険が増大します。その結果、内戦や略奪、暴力
の増加が起こるおそれがあります。

• 複数ステークホルダー間の異なるニーズを調整する必要：今日の組織のリー
ダーは、金銭的利益だけでなく、はるかに幅広い要因の間でバランスを取らな
ければなりません。つまり、顧客に価値を提供し、従業員に投資し、サプライ
ヤーと公正かつ倫理的に取引し、環境持続可能性を高め、事業拠点を置くコ
ミュニティを支援する必要がある上に、株主のために長期的な価値を生まな
ければなりません。

• 透明性の向上とレピュテーションリスクの制御を同時に求める圧力：ステー
クホルダーは、企業が自分たちの懸念にいかにして対処しているのかを知り
たがっており、ステークホルダーにとって重要な分野を網羅した開示を行うよ
うプレッシャーをかけています。そうした開示は、組織が目標を明確にし、進捗
を示す上で有益なツールとなりますが、その結果、望ましくない事実が判明す
る可能性もあります。

• 従業員のあらゆるニーズに気を配る必要性の高まり：政府や各種制度が財政
難から市民を守ることが難しくなり、社会的セーフティネットが縮小される中、
組織は、その従業員が一定の生活水準を保ち、医療を受け、老後に向けて貯
蓄できるよう求められるでしょう。

• 信頼創出への投資の必要性の高まり：ステークホルダーは（製品の安全性、
適正な報酬、気候変動など）さまざまな懸念を抱えています。そのため、それ
らの分野において信頼に足る組織であることをステークホルダーに信じても
らう必要があります。ほぼ全ての組織にとって、破壊的変化の中で存在意義を
保ち続けるために、自らを見直し変革を図ることが必要です。また、その変革
を成功させるためには、組織を取り巻くエコシステム全体と信頼の基盤を構
築する必要もあります。信頼される企業は市場価値が高くなる傾向があるた
め、組織は信頼を資産とみなして管理しなければなりません。 

• 中産階級の崩壊：労働賃金が伸び悩み、富を蓄積できなくなったり一定の生
活水準を保つ余裕がなくなったりすると、国家は、支払い能力のある消費者で
あり経済の屋台骨でもある中産階級をさらに失うことになります。

• 一部の国における大量貧困：メガトレンドの影響を最も受ける国々、すなわ
ち、気候変動の影響が最も大きい国、テクノロジー競争で負けつつある国、急
速な高齢化や爆発的な人口増加に対応できない国、分断化する世界の中で
身動きが取れなくなった国は、財政破綻に向かい、大量の貧困層が生じるで
しょう。

• 社会不安および政治の不安定化による現実的リスク：人々、地域、世代間の
差がかつてないほど広がっており、より多くの場所で平和が脅かされています。

• 制度や体制の継続的な価値低下：テクノロジーが急速に変化する時代に適応
できない、分極化が進む世界においてコンセンサスに達することができない、
あるいは腐敗を撲滅できない制度・体制に対する人々の信頼が、ますます失
われています。そして信頼の喪失により、制度・体制は、その存在意義を保ち
続けるのがさらに難しくなっています。

• 有意義な変化の促進を妨げる懐疑主義の高まり：メガトレンドがもたらす最
悪の影響を政府が阻止できていないと考える人々は、ますます懐疑的に、悲
観的になります。その結果、政府は必要な変化を推し進めることがさらに困難
になり、ポピュリズムが台頭する可能性があります。 

個人、組織、国家に対する影響の可能性
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この数年の間に、社会問題は良心の問題として、より明白に人々に
突きつけられるようになってきました。私たちの社会が今日直面する
問題は、全ての市民および制度・体制の行動の結果であり、したがって、
問題に対処し軽減・解決するのもまた、私たち全員の共同責任であると
いう認識が高まっています。

しかしながら、経済格差の拡大、社会・政治の分極化、制度・体制に
対する人々の信頼の低下といった要因により、社会問題を解決すること
は数十年前よりもはるかに難しくなっています。しかし、だからこそ、企業
などのさまざまな組織が、これらの課題に対処する上で思いがけないほ
ど大きな役割を果たせる可能性があります。そうした期待が、消費者や
従業員などのステークホルダーから企業に寄せられており、価値創出と
成長拡大を通じて個人の生活と社会の健全性の向上を図る、新たな経
済システムの先導者としての役割を果たすことが求められています。今、
いち早くこれらの問題に取り組み、経済的成功とより良い社会の創造と
を同時に実現できるビジネスの手法を開拓することによって、企業は、道
徳的義務を果たすだけではなく、かつてない利益を生み、自らの未来を
保証することにもなります。というのも、現在の世界において、企業の存
続は、社会の承認なしにはあり得ないからです。

世界はどのようにこのメガトレンドに
対処しているのか
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ここまで考察してきた5つのメガトレンド（気候変動、テクノロジーによるディスラプション、人口動態の
変化、世界の分断化、社会の不安定化）は、すでに世界を変えており、またこの先も長年にわたって社会
を変える大きな要因であり続けると考えられます。メガトレンドのそれぞれが人類の存続に関わる問いを
提起しており、人類の命運を左右する可能性があります。

しかし、対処を極めて難しくしているのは、これらのメガトレンド間の相互作用です。メガトレンドはそ
れぞれ、世界が直面する社会課題を悪化させており、社会課題の規模があまりに大きいために、私たち
が一致協力して、気候変動、テクノロジーによるディスラプション、人口動態の変化、世界の分断化といっ
た悪影響に立ち向かうことを難しくしています。

言い訳をしている暇はありません。これは、人類と時間との闘いです。

本レポートでお伝えした視点が、メガトレンドやその相互依存関係と、それらがもたらしている課題に
ついての理解を深め、自分自身、自分の組織、そして自分が属する社会にとってより良い結果をもたらす
活動を強化する一助となれば幸いです。私たち全員にとってより良い未来を創出できる可能性は大きい
ものの、私たちが一致協力しなければ、それは実現できません。 

人口動態の変化世界の分断化

気候変動 テクノロジーによる
ディスラプション

社会の不安定化
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